
令和元年度 健全化判断比率及び資金不足比率の公表

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率について、監査委員

の審査を経て、９月定例町議会に報告しました。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により公表いたします。

【健全化判断比率】                            単位：％

４ 指 標
健全化判断比率

早期健全化基準 財政再生基準
令和元年度 平成３０年度

実 質 赤 字 比 率 ― ― １５．０ ２０．０

連結実質赤字比率 ― ― ２０．０ ３０．０

実 質 公 債 費 比 率 ４．４ ４．４ ２５．０ ３５．０

将 来 負 担 比 率 ２７．５ ３８．１ ３５０．０

○実質赤字比率と連結実質赤字比率については、昨年度に引き続き、赤字額がないため算定され

ません。実質公債費比率については、大型公共投資事業にかかわる起債償還の開始などがあり

ますが、昨年度と同数値となっています。将来負担比率については、基金や公債費の交付税算

入分などの将来収入見込額が将来負担見込額を下回っているため比率が算定されましたが、い

ずれの指標についても、早期健全化基準や財政再生基準を下回っています。

【資金不足比率】                               単位：％

公営企業会計名
資金不足比率

経営健全化基準 備   考
令和元年度 平成３０年度

簡 易 水 道 事 業 ― ― ２０．０

病 院 事 業 ― ― ２０．０

○資金不足額がない会計については、「－」と表示する。

健全化判断比率とは・・・

①実 質 赤 字 比 率：一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する割合

②連結実質赤字比率：特別会計も含めた実質赤字額の標準財政規模に対する割合

③実質公債費比率：一般会計等が負担する起債元利償還金等の標準財政規模に対する割合

④将 来 負 担 比 率：一般会計等が将来負担すべき負債額等の標準財政規模に対する割合

この４つの指標で表され、それぞれの比率に応じて、「健全」「早期健全化」「財政再生」の

３段階に区分されます。（注：将来負担比率は「財政再生」の基準はありません）

資 金 不 足 比 率とは・・・

①資 金 不 足 比 率：資金不足額（赤字相当額）の事業の規模に対する割合を公営企業会計

ごとに表したものです。

簡易水道特別会計・国民健康保険病院特別会計の決算に基づき各会計ごとに算定するもので、

「健全」「経営健全化」の２段階に区分されます。

〔標準財政規模：一般財源の標準的規模の値（標準税収入額+普通交付税額+臨時財政対策債発行可能額）〕


